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＝平成24年度全国公共図書館協議会定期総会報告＝ 

 

総会は、平成24年７月６日（金）に東京都立中央図書館において開催されました。 

出席者は82名、委任状提出者は620名でした。 

議事は、次の事項について報告、協議が行われ、提案どおり承認されました。 

 

１ 定期総会議題 

協議事項 

    （１）平成 23 年度事業報告 

    （２）平成 23 年度決算 

    （３）平成 23 年度会計監査報告 

    （４）平成 24 年度事業計画（案） 

    （５）平成 24 年度予算（案） 

    （６）平成 24 年度表彰 

    （７）公立図書館における複写サービスガイドライン（案）について 

  報告事項 

    （１）国立国会図書館への要望書の提出について 

    （２）「図書館における著作物の利用に関する当事者協議会」の動向等 

 

２ 平成24年度事業計画 

（１）総会及び理事会 

ア 総 会 

    日  時 平成24年７月６日（金） 

    場  所 東京都立中央図書館 
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イ 理事会 

   第１回 日時 平成 24 年５月 30 日（水）  

        場所 東京都立中央図書館 

第２回 日時 平成25年１月下旬～２月上旬（書面開催） 

 

（２）研究集会 

   日 時 平成24年７月６日（金） 

場 所 東京都立中央図書館 

テーマ 電子出版物の利活用に関する動向について 

講 師 株式会社出版デジタル機構 

取締役会長 植村 八潮 氏 

 

（３）調査研究事業及び情報活動等 

ア 調査研究事業 

平成 24 年度、25 年度の２ヵ年計画で「公立図書館における危機管理（震災対策

等」をテーマとして、調査研究を行う。平成 24 年度は全国の公立図書館を対象に

実態調査を行い、報告書にまとめる。 

イ 情報活動 

    ニューズレターを年２回発行する。 

ウ 表  彰 

   表彰規程により実施する。なお、表彰式は行わない。 

      受彰者  １１７名 

（内訳） 

 図書館職員   ９５名 

協議会委員    ２２名 

 

３ 決算及び予算 

（１） 平成23年度決算 

収 入 済 額   ２，０４３，１５７円 

支 出 済 額   １，０２５，４８０円 

繰 越 額   １，０１７，６７７円 

（２） 平成24年度予算 

予 算 額   ２，５２９，６７７円 
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◇「図書館における著作物の利用に関する当事者協議会」 

 

平成 24 年度前期の開催状況、協議内容は以下のとおりです。 

 
【開催状況】 

第 33 回 平成 24 年 6 月 7 日（木） 
第 34 回 平成 24 年 10 月 4 日（木） 

 
【協議内容】 

１ 著作権法第 31 条における定期刊行物の「発行後相当期間」について 

図書館側から、出版社が発行後相当期間を表示することについて、各図書館団体によって様々

な意見があり、統一の見解を出すことは困難である旨を報告しました。その中でも、権利者側か

ら例示された相当期間の想定は、現状の取扱い（次号が発行されるまで又は発行後 3ヶ月までの

期間）に比べるとかなり長期間であるという印象があり、受け入れられないことを伝えました。 

現状では、図書館側と権利者側で一定の合意を得ることが困難であるため、今までの議論の経

緯、互いの主張を世間に公表し、パブリックコメントを聞くのはどうかという意見が出され、こ

のことについて、図書館側、権利者側でそれぞれ検討することとなりました。 

 
２ 著作権法第 31 条における「著作物の一部分」の考え方について 

「一部分＝半分を超えない」という考え方を容認できないとする権利者側の意見について、議

論が平行線のままとなっており、このことについても、発行後相当期間と同様に、今までの議論

の経緯を世間に公表し、パブリックコメントを聞くという方向で検討することとなりました。 
 
３ その他 

全国公共図書館協議会では、これまで公立図書館における複写に関するガイドラインに類する

ものがなかったため、現状を踏まえ、「公立図書館における複写サービスガイドライン」を作成

したとの報告を行いました。 
権利者側から、出版物に関する権利（著作隣接権）について、契約に依存しない形で権利が認

められることを要求していく旨の報告がありました。 
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平成２４年度 全国諸会議開催地および日程 

 

● 全国公共図書館研究集会〈日本図書館協会公共図書館部会〉 

部  門 開催地 日   程 テ  ー  マ 

サービス、 

総合・経営部

門研究集会 

滋賀県 

大津市 

平成24年11月7日(水)～ 

8日(木) 

これからの図書館サービスに求め

られるもの 

～『中小レポート』から半世紀～ 

児童・青少年

部門研究集

会 

広島県 

広島市 

平成24年11月29日(木)～

30日(金) 

一人ひとりに寄り添う児童サービ

ス 

 

平成２５年度 全国諸会議開催地および日程 

 

● 全国公共図書館研究集会〈日本図書館協会公共図書館部会〉 

部   門 開催地 日    程 

サービス、総合・経営部門 

研究集会 
山形県 未定 

 

平成２４年度 図書館地区別研修開催日程 

 

文部科学省からの委託事業として、関係都道府県教育委員会等が実施する今年度の図書

館地区別研修は、以下のとおりです。 

対 象： 公共図書館の勤務経験が三年以上の中堅司書等  

主 催： 文部科学省、開催県教育委員会  

期 日： 全国６ブロックで開催（４日間）  

No 地   区 開催県 日     程 

① 北海道・東北 青森県 平成 24 年 11 月 19 日(月)～11 月 22 日(木) 

② 関東・甲信越静 新潟県 平成 24 年 12 月４日（火)～12月７日（金） 
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③ 東海・北陸 福井県 平成 24 年 11 月 13 日（火）～11 月 16 日（金） 

④ 近 畿 大阪府 平成 25 年２月５日（火）～２月８日(金) 

⑤ 中国・四国 岡山県 平成 24 年 12 月 11 日(火)～12 月 14 日(金) 

⑥ 九州・沖縄 沖縄県 平成 25 年１月 22 日(火)～１月 25日(金) 

 

内容等： 公共図書館での勤務経験が三年以上の者を対象として、図書館業務の専門的な 

知識・技術を習得できるよう構成されています。  


